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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
電気共振構造の変化する共振周波数をトラッキングする装置であって、可変周波数発振器
が前記共振構造の可能な共振周波数範囲を含む可変周波数の励起信号を与え、両方向ＲＦ
伝送線路が前記可変周波数発振器と前記共振構造とを接続し、前記伝送線路に前記共振構
造からの反射信号に比例した方向性結合器信号を発生させる方向性結合器を組み込み、前
記方向性結合器信号が、可変周波数発振器の入力にフィードバック信号を与えるようにプ
ロセッサによって調整され、前記励起信号の平均周波数が、前記共振構造の変化する共振
周波数を連続的にトラッキングすることを特徴とする装置。
【請求項２】
前記の変化する共振周波数のトラッキングが、最初に前記共振構造の可能な共振周波数範
囲を探索する第１の探索機能、および前記共振構造の共振が確定した後で、前記可変共振
周波数が時間とともに変化するにつれてそれに追従する第２の追従機能の少なくとも２つ
の機能を含む請求項１に記載の装置。
【請求項３】
前記プロセッサが、前記方向性結合器信号を検出する検出器と、検出器の出力を位相に関
して選択的に整流する同期整流器と、前記同期整流器を駆動する少なくとも１つのマスタ
周波数出力を有する周波数源と、前記同期整流器からの出力を調整する積分器とを含み、
前記積分器が、前記周波数源からの第２入力も受ける加算器に入力されて前記可変周波数
発振器へのフィードバック信号を変調し、それにより前記追従機能を発揮する前記請求項
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のいずれかに記載の装置。
【請求項４】
前記周波数源からの前記第２入力が、前記周波数源の前記マスタ周波数出力と同期してい
る請求項３に記載の装置。
【請求項５】
前記周波数源が、前記マスタ周波数出力より大幅に低い探索周波数出力も与え、この探索
周波数出力が前記積分器に入力され、したがってフィードバック信号がないときに、前記
可変周波数発振器が、前記共振構造の前記の可能な共振周波数範囲全体を掃引する請求項
３または４に記載の装置。
【請求項６】
前記可変周波数発振器の出力を監視して前記電気共振構造の共振周波数を示す前記請求項
のいずれかに記載の装置。
【請求項７】
別法として、またはこれに加えて、前記積分器または加算器の出力からのアナログ信号を
使用して、前記共振構造の共振周波数を示すことができる請求項３に記載の装置。
【請求項８】
前記プロセッサが、前記方向性結合器からの前記方向性結合器信号および前記可変周波数
発振器からの前記励起信号を受信して、位相に比例した直流出力を調整のために積分器に
与えるダブルバランス・ミキサを含み、前記積分器の出力が可変周波数発振器への前記フ
ィードバック信号を与え、それにより前記追従機能を発揮する前記請求項のいずれかに記
載の装置。
【請求項９】
電気共振構造が少なくとも部分的には圧電材料から構成される前記請求項のいずれかに記
載の装置。
【請求項１０】
圧電材料が、石英または方向付けられた酸化亜鉛から選択される請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
電気共振構造が、少なくとも１つのインターディジタル・アレイを用いて電気的に励起さ
れる前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項１２】
少なくとも１つのインターディジタル・アレイを組み込んだ共振構造が、表面弾性波（Ｓ
ＡＷ）共振器、またはシャロウ・バルク弾性波（ＳＢＡＷ）共振器などである請求項１１
に記載の装置。
【請求項１３】
共振構造のインピーダンス変化が、インターディジタル・アレイのピッチの変化または共
振構造の質量荷重から生じる前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項１４】
インターディジタル・アレイのピッチの変化が共振構造のひずみから生じる請求項１３に
記載の装置。
【請求項１５】
共振構造がひずみを受ける表面上に取り付けられ、したがってひずみが前記共振構造に与
えられる前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項１６】
ひずみが、加えられた加重、加えられた曲げモーメント、加えられた圧力、温度によって
引き起こされる熱膨張などの変位によって引き起こされる請求項１５に記載の装置。
【請求項１７】
ひずみが、特定の流体があるときの共振構造の表面への流体の吸収、または湿度などの物
理量によって引き起こされる請求項１５に記載の装置。
【請求項１８】
方向性結合器が、トランス結合器、マックスウエル・ブリッジ（ワイヤ・ライン）結合器
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、またはランゲ結合器である前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項１９】
ＲＦ伝送線路が非接触インライン結合器を組み込み、これを同調または非同調のトランス
結合器、レーザ結合器、光学結合器、容量性結合器、あるいはＲＦ結合器とすることがで
きる前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項２０】
ＲＦ伝送線路が、周波数源と共振構造の間の連続的な電気導体である前記請求項のいずれ
かに記載の装置。
【請求項２１】
インライン結合器が非接触方式で前記励起信号を前記回転部材に伝送し、前記反射信号を
前記回転部材から伝送されるようにし、電気共振構造がひずみを受ける回転部材の表面上
に取り付けられる前記請求項のいずれかに記載の装置。
【請求項２２】
可変周波数発振器の出力インピーダンスが、前記の両方向ＲＦ伝送線路、共振構造、方向
性結合器、およびインライン結合器のいずれか１つとほぼ共役に一致する前記請求項のい
ずれかに記載の装置。
【請求項２３】
２つ以上の電気共振構造の変化する共振周波数をそれぞれトラッキングする２つ以上の装
置を組み込んだ差分ひずみを測定するデバイスであって、各トラッキング装置が、その各
共振構造の可能な共振周波数範囲を含む可変周波数の励起信号を与える可変周波数発振器
と、前記可変周波数発振器と前記各共振構造を接続する両方向ＲＦ伝送線路とを含み、前
記伝送線路が、前記各共振構造からの反射信号に比例した方向性結合器信号を発生させる
方向性結合器を組み込み、前記方向性結合器信号が、プロセッサによって、可変周波数発
振器の入力にフィードバック信号を与えるようになされ、前記励起信号の平均周波数が、
前記各共振構造の変化する共振周波数を連続的にトラッキングすることを特徴とするデバ
イス。
【請求項２４】
前記２つ以上の装置の少なくとも２つの可変周波数発振器の出力が、前記差分ひずみに関
係する差分周波数を示すためにその出力が使用されるミキサへの入力を提供する請求項２
３に記載のデバイス。
【請求項２５】
前記の装置それぞれの前記２つ以上の共振構造の共振周波数が互いに異なる請求項２３ま
たは２４に記載のデバイス。
【請求項２６】
前記２つ以上の共振構造がほぼ同じ共振周波数を有することができる請求項２３または２
４に記載のデバイス。
【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明は、電気共振構造の変化する共振周波数をトラッキングする方法および装置に関す
る。さらに詳細には、本発明は、前記構造が駆動および感知用の電子装置から離れて取り
付けられる利用分野に向けられている。
背景技術
本発明の技術と最も密接に関係する従来技術は、ルビジウム気体セル原子時計のルビジウ
ム電子の励起周波数を決定する技術である（型式３０４ＢＲ　Rubidium Frequency Stand
ard、Tracor Inc．１９６８に記載）。閉じた気体セル中のルビジウム原子は、非常に周
波数の高い交番電磁場によって励起される。この周波数がルビジウム原子の外殻の電子の
スピン周波数と正確に一致する場合に、電子はエネルギー状態を変化させることになる。
この変化を測定するために、このセルに光放射を照射し、フォト・ダイオードで検出する
。光の強さは、正しい周波数で原子が励起されたときに最低となる。この最低値を検出す
るために、励起周波数を共振の両側にわずかにずらし、光検出器の出力をフィードバック
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として励起周波数に加え、最低値の光の強さを維持することができるようにする。
この従来技術の基本原理は本発明と同様であるが、本発明の技術分野は完全に別であり、
実施方法は完全に異なる。本発明の目的は、時間とともに連続的に変化する共振周波数を
有する電気共振構造の共振周波数をトラッキングすることである。このような構造の一例
は、発明者等のヨーロッパ特許第０５１８９００号に記載の、ひずみまたは温度のセンサ
として使用される表面弾性波（ＳＡＷ）共振器である。
発明の概要
本発明の第１の態様は、電気共振構造の変化する共振周波数をトラッキングする装置であ
って、前記共振構造の可能な共振周波数範囲を含む可変周波数の励起信号を提供する可変
周波数発振器と、前記可変周波数発振器と前記共振構造を接続する両方向ＲＦ伝送線路と
、前記共振構造からの反射信号に比例した方向性結合器信号を発生させる、伝送線路に組
み込まれた方向性結合器とを含み、前記方向性結合器信号が、可変周波数発振器の入力に
フィードバック信号を与えるようにプロセッサによって調整され、前記励起信号の平均周
波数が、前記共振構造の変化する共振周波数を連続的にトラッキングするようにすること
を特徴とする装置である。
好ましくは、前記変化する共振周波数のトラッキングは、最初に前記共振構造の可能な共
振周波数範囲を探索する第１の探索機能、および前記共振構造の共振が確定した後で、前
記可変共振周波数が時間とともに変化するにつれてそれに追従する第２の追従機能の少な
くとも２つの機能を含む。
好ましくは、第１の実施態様では、前記プロセッサは、前記方向性結合器信号を検出する
検出器と、検出器の出力を位相に関して選択的に整流する同期整流器と、前記同期整流器
を駆動する少なくとも１つのマスタ周波数出力を有する周波数源と、前記同期整流器から
の出力を調整する積分器とを含み、前記積分器は、前記周波数源からの第２入力も受ける
加算器に入力されて前記可変周波数発振器へのフィードバック信号を変調し、それにより
前記追従機能を発揮する。前記周波数源からの前記第２入力は、前記周波数源の前記マス
タ周波数出力と同期していることが好ましい。
好ましくは、前記周波数源は、前記マスタ周波数出力より大幅に低い探索周波数出力も提
供する。この探索周波数出力は前記積分器に入力され、したがってフィードバック信号が
ないときに、前記可変周波数発振器は、前記共振構造の前記の可能な共振周波数範囲全体
を掃引するようになされる。
好ましくは、前記電気共振構造の共振周波数を示すために、前記可変周波数発振器の出力
を監視する。別法として、またはこれに加えて、前記積分器または加算器の出力からのア
ナログ信号を使用して、前記共振構造の共振周波数を示すこともできる。
好ましくは、第２の実施態様では、前記プロセッサは、前記方向性結合器からの前記方向
性結合器信号および前記可変周波数発振器からの前記励起信号を受信して、位相に比例し
た直流出力を積分器に与え、可変周波数発振器へ前記フィードバック信号を与える前記積
分器の出力を調整し、それにより前記追従機能を発揮するダブルバランス・ミキサを含む
。
好ましくは、電気共振構造は、少なくとも部分的には圧電材料から構成される。適当な圧
電材料としては、石英および方向付けられた酸化亜鉛がある。
好ましくは、電気共振構造は、少なくとも１つのインターディジタル・アレイ（ＩＤＡ）
を用いて電気的に励起される。ＩＤＡを組み込む適当な共振構造は、表面弾性波（ＳＡＷ
）共振器、またはシャロウ・バルク弾性波（ＳＢＡＷ）共振器などである。好ましくは、
共振構造のインピーダンスの変化は、ＩＤＡのピッチの変化または共振構造の質量荷重か
ら生じる。
好ましくは、ＩＤＡのピッチの変化は、共振構造のひずみから生じる。
好ましくは、共振構造は、ひずみを受ける表面にしっかりと取り付けられ、したがってこ
のひずみは前記共振構造に与えられる。
前記表面のひずみは、加えられた加重、加えられた曲げモーメント、加えられた圧力、温
度によって引き起こされる熱膨張などの物理量によって引き起こされるであろう。
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共振構造の質量荷重は、特定の流体があるときの共振構造の表面への流体の吸収、または
湿度などの物理量によって引き起こされるであろう。
好ましくは、方向性結合器は、トランス結合器、マックスウエル・ブリッジ（ワイヤ・ラ
イン）結合器、またはランゲ結合器である。
好ましくは、ＲＦ伝送線路は非接触インライン結合器を組み込み、これは同調または非同
調のトランス結合器、レーザ結合器、光学結合器、容量性結合器、あるいはＲＦ結合器に
することができる。あるいは、ＲＦ伝送線路は、周波数源と共振構造の間の連続的な電気
導体である。
好ましくは、電気共振構造は、インライン結合器が非接触方式で前記励起信号を前記回転
部材に伝送し、前記反射信号を前記回転部材から伝送されることができるようにして、ひ
ずみを受ける回転部材の表面上に取り付けられる。
好ましくは、可変周波数発振器の出力インピーダンスは、前記の両方向ＲＦ伝送線路、共
振構造、方向性結合器、およびインライン結合器のいずれか１つとほぼ共役的に一致する
ものとする。
本発明の第２の態様は、２つ以上の電気共振構造の変化する共振周波数をそれぞれトラッ
キングする２つ以上の装置を組み込む、差分ひずみを測定するデバイスであって、その各
共振構造の可能な共振周波数範囲を含む可変周波数の励起信号を提供する可変周波数発振
器と、前記可変周波数発振器と前記各共振構造を接続する両方向ＲＦ伝送線路とを含み、
前記伝送線路が、前記各共振構造からの反射信号に比例した方向性結合器信号を発生させ
る方向性結合器を組み込み、前記方向性結合器信号が、可変周波数発振器の入力にフィー
ドバック信号を与えるようにプロセッサによって調整され、前記励起信号の平均周波数が
、前記各共振構造の変化する共振周波数を連続的にトラッキングするようになされること
を特徴とするデバイスである。
好ましくは、前記２つ以上の装置の少なくとも２つの可変周波数発振器の出力は、前記差
分ひずみに関係する差分周波数を示すためにその出力が使用されるミキサへの入力を提供
する。
好ましくは、前記の装置それぞれの前記２つ以上の共振構造の共振周波数は互いに異なる
。別法として、前記２つ以上の共振構造は、ほぼ同じ共振周波数を有することもできる。
【図面の簡単な説明】
次に、例示を目的として添付の図面に関連して本発明を説明する。
第１図は、本発明の第１の実施形態を示す概略図である。
第２図は、追従機能を可能にするための、第１図に示す本発明の第１の実施形態のプロセ
ッサの内部構成部品を示す概略図である。
第３図は、探索機能を可能にするための、第１図に示す本発明の第１の実施形態のプロセ
ッサの内部構成部品を示す概略図である。
第４図は、本発明の第２の実施形態を示す概略図である。
発明を実行する方法
第１図は、本発明の第１の実施形態の基本的な回路図である。可変周波数発振器（ＶＦＯ
）１は、方向性結合器４を組み込んだ両方向ＲＦ伝送線路３を介して、共振周波数の変化
する電気共振構造２に電気的に接続される。方向性結合器４の出力は、プロセッサ５の入
力に接続される。構造２の共振周波数が、ＶＦＯ１から供給される周波数と正確に一致す
るようになっている場合には、構造２に供給されるエネルギーは全て構造２で散逸するこ
とになり、ＶＦＯ１には反射されない。構造２の共振周波数がその動作中に変化するにつ
れて、ＶＦＯ１から供給される周波数は回路の共振周波数と一致しなくなり、エネルギー
は構造２からＶＦＯ１に反射される。方向性結合器４は、この反射されたエネルギーの帰
還を測定する働きをする。好ましくは、方向性結合器４は、トランス結合器、マックスウ
エル・ブリッジ（ワイヤ・ラインと呼ばれることもある）結合器、またはランゲ（Lange
）結合器を含めた多くの既知のタイプのうちの１つにすることができる。以下では方向性
結合器信号１１と呼ぶ方向性結合器４の出力は、励起周波数と周波数が同期しているが、
ＶＦＯ１から供給された励起周波数と構造２の共振周波数の間の差の関数として変調され
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た振幅および位相を有する。方向性結合器信号１１の振幅は、源１から供給された励起信
号の周波数が構造２の共振周波数と一致するときに最小となり、構造２の共振周波数がこ
の一致状態から離れるにつれて増大する。結合器信号１１は、構造２の共振周波数がＶＦ
Ｏ１の周波数より高いか、または低いかを示す働きはせず、不一致の絶対量のみを示す。
ＶＦＯ１から供給される励起信号に対する方向性結合器信号１１の位相は、不一致の方向
を示す。方向性結合器４から受信した出力を利用することにより、プロセッサ５は、どの
時点でも平均出力周波数が構造２の共振周波数と等しくなるようにＶＦＯ１の出力を制御
することができ、これを以下では追従機能と呼ぶ。さらに詳細な説明は、本願と同じ日付
で出願された、「Apparatus for Measuring Impedance of a Resonant Structure」と題
する発明者等の同時係属のＰＣＴ出願に見ることができる。
代替実施形態のシステムは、やはり上記で参照した同時係属のＰＣＴ出願に記載のように
、ＶＦＯ１と構造２の間にインライン結合器（図示せず）を含むこともできる。これによ
り、例えば回転シャフト上に取り付けられた場合に、構造２の共振周波数を非接触測定す
ることが可能となる。
第２図は、第１図とともに、追従機能を実行することができるようにするプロセッサ５の
１実施形態を示すのに役立つ。方向性結合器信号１１は検出器１２で整流され、０ボルト
から最大値まで変化する振幅を有する、ＶＦＯ１から共振構造２に供給される励起信号と
ほぼ同じ周波数の波形を生み出す。減結合器１３は方向性結合器信号１１を交流結合し、
０ボルトに対して対称な波形を生じる。次いで、同期整流器１４は、マスタ周波数源１５
から供給された同期入力周波数（ｆ1）に関連して信号を整流する。したがって、その結
果生じた同期整流器１４の出力は、そのＲＭＳ直流レベルが（ａ）同期整流器１４への入
力とマスタ周波数源１５の間の位相差および（ｂ）同期整流器１４への入力の振幅の関数
となる信号である。同期整流器１４の出力は、入力のＲＭＳ値と時間の積に比例する出力
を有する積分器１６に供給される。次いで、積分器１６の出力は、マスタ周波数源Ｅ１５
から供給される第２入力を有する加算器１７に供給される。したがって、加算器７の出力
は、積分器１６から供給された直流値にマスタ周波数源１５から供給された交流成分が重
ねられたものとなる。この出力は、第１図のＶＦＯ１に供給される制御信号であり、以下
ではフィードバック信号１８と呼ぶ。ＶＦＯ１から供給される励起信号は、その平均値が
積分器１６から供給された直流レベルの関数となる周波数であり、これは振幅の周波数変
調と、マスタ周波数源１５からのマスタ周波数の関数となる周波数とを有する。このよう
にして、ＶＦＯ１から供給される励起信号の平均周波数は、どの時点でも、構造１の瞬間
的な共振周波数となり、そのように測定および表示することができる。別法として、積分
器１６の出力は、共振周波数に比例したアナログ信号とし、この信号を測定および較正し
て、共振周波数の直接の読みを与えることができる。
第３図は、探索機能の実行を可能にする回路を第２図に示すプロセッサ５へ加えた実施形
態を示す図である。プロセッサ５を構成する部品は第２図に示すものと同じままである。
回路に追加されたものは、マスタ周波数より大幅に低い値の探索周波数（ｆ2）を提供す
る周波数源１９と、電圧基準源２２と、比較器２１と、比較器２１の出力によって作動す
る切換スイッチ２０である。ＶＦＯ１から供給される励起信号の周波数が構造２の共振周
波数と大幅に異なるときには、同期整流器１４の出力は比較的大きな直流電圧となる。こ
の出力は比較器２１の一方の入力に供給され、もう一方の入力は源２２からの基準電圧（
Ｖref）からの供給を受ける。同期整流器１４の出力電圧がこの基準電圧より大きい場合
には、比較器２１は切換スイッチ２０を動作させ、積分器１６の入力を同期整流器１４か
ら切り離し、これを周波数源１９に接続する。このモードで、積分器１６の出力は最小値
から最大値に、またその逆方向に連続的に掃引する。これによりＶＦＯ１は、構造２の可
能な全ての共振周波数を含む周波数範囲にわたって励起信号を掃引する。励起信号の周波
数が構造２の共振周波数に近づくにつれて、同期整流器１４からの出力電圧は降下し始め
る。この電圧が基準電圧未満になると、比較器２１は切換スイッチ２１を非動作とし、こ
の回路を前述の追従機能モードとする。追従機能が共振周波数をトラッキングできるよう
にするために、探索機能から追従機能への切換は、励起周波数が共振周波数に十分に近づ
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いたときに行われなければならない。したがって、比較器２１から供給される基準電圧は
、探索機能から追従機能への移行をうまく行うことができるのに十分に低い値でなければ
ならない。基準電圧はまた、共振の接近を検出して切換を行うことができるのに十分に高
い値でもなければならない。比較器２１からの出力を使用して、探索機能がイネーブルで
ある間に、ＶＦＯ１から供給された励起信号の周波数が構造２の共振周波数でないことを
示す指示を供給することができる。
本発明の第２の態様の実施形態を第４図に示す。２つの電気共振構造２４および２９はあ
る物の表面上に取り付けられ、この表面がある方向にひずんだときに、差分ひずみが構造
２４および２９のそれぞれに加えられるようになっている。各構造２４、２９はそれぞれ
、方向性結合器２５、３０をそれぞれが組み込んだ両方向ＲＦ伝送線路２３、２８を介し
てトラッキング装置に電気的に接続されている。トラッキング装置はそれぞれ、ＶＦＯ２
２、２７およびプロセッサ３１、２６からなる。方向性結合器２５、３０の出力はそれぞ
れ、プロセッサ３１、２６の入力に接続される。プロセッサ３１、２６の動作は、プロセ
ッサ５について前述したものと同じであり、プロセッサ３１と２６をリンクする同期信号
４１が追加されている。同期信号４１の目的は、両プロセッサ３１および２６のマスタ周
波数源をリンクすることである。別法として、図示していない実施形態では、１つのマス
タ周波数源が両方のプロセッサに供給を行うこともできる。
代替実施形態（図示せず）では、このシステムは、発明者等の前述の同時係属のＰＣＴ出
願に記載のように、ＶＦＯ２２と構造２４の間およびＶＦＯ２７と構造２９の間にそれぞ
れインライン結合器を含むことができる。これにより、構造２４および２９が例えば回転
シャフト上に取り付けられた場合に、それらの共振周波数の非接触測定が行われるように
なる。
ＶＦＯ２２および２７の出力は、２つの出力を有するミキサ３２に入力される。その第１
の出力は２つのＶＦＯ２２および２７の励起信号の間の周波数の差であり、第２の出力は
２つのＶＦＯ２２および２７の励起信号の周波数の合計である。上述の全てのプロセッサ
についてのマスタ周波数源を同期させることにより、全てのＶＦＯの周波数変調が同期し
、したがってＶＦＯの任意の対の間の周波数の差はこの変調を含まないことになる。構造
２４および２９を、ひずみのない状態で異なる共振周波数を有するようにすることにより
、ミキサ３２からの第１の出力は、ひずみのない２つの構造２４および２９の間の共振周
波数の差を表す周波数となる。構造２４および２９を取り付けた表面がひずむにつれて、
ミキサの第１出力で測定された周波数は上昇または低下し、ひずみの大きさおよび方向を
両方とも含む情報を与える。別法として、構造２４および２９は、ほぼ同じ共振周波数を
有することもでき、この場合には、ひずみの大きさを含む情報しか得られないことになる
。
上述の実施形態では、電気共振構造２、２４、および２９は、石英や方向付けられた酸化
亜鉛などの圧電材料で一部が構成される、表面弾性波（ＳＡＷ）共振器やシャロウ・バル
ク弾性波（ＳＢＡＷ）共振器などであることが好ましい。こうした共振器は、共振器を電
気的に励起することができるインターディジタル・アレイ（ＩＤＡ）を含む。上述の同時
係属のＰＣＴ出願で論じているように、構造２のインピーダンスの変化を利用して、関心
のある様々な物理量を測定することができる。測定する物理量は、例えば、構造２が取り
付けられた表面のひずみによって構造２に与えられるひずみになることもある。この表面
のひずみは、例えば、加えられた加重、加えられた曲げモーメント、圧力、または表面の
熱膨張を引き起こす温度などの物理量によって引き起こされる。あるいは、構造２のイン
ピーダンスの変化は、湿度の変化または特定の流体の存在によって生じる流体の吸収によ
る構造２の質量荷重によって、直接引き起こされることもある。
本発明の装置および方法は、１つまたは複数のＶＦＯそれぞれから非常に低い信号励起パ
ワーが提供されることを必要とし、駆動および感知用の電子装置から離して取り付けられ
た共振構造を利用することができる。したがって、本発明は、ひずみや加重、圧力、温度
、湿度、流体の有無などの物理量を測定する高温かつ／または爆発性の環境など、非常に
低い励起信号パワーが必要とされるその他の利用分野および環境にも適している。
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